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入れがあって、いわゆるペットボトルは使わな

いということなんですね。それで、瓶というの

もなかなか重くて大変だということで、紙パッ

クだといいと、これは再資源、もう一回簡単に

再活用できると、リサイクルできるということ

だと思うんですが、それで、そちらのほうに今、

土地改良区さんとかいろいろ連携してやってる

のは、長井の米を買ってもらってますので、そ

れを炊く水として、無洗米として長井の水でご

飯をということでやってみようかと。その製造

については市内の食料品メーカー、食品メーカ

ーさんに委託しようかというような試みを今ト

ライしているところでございます。 

 あと、やはり体に非常にいい水ということで

ございますので、赤ちゃんのミルクを調乳する

ための水を売っているメーカーさん、あるいは

大手スーパー、飲料水メーカーなどと、なお連

携を図りながら、普通のそういう水じゃないと、

その超軟水だというのが何かいいイメージがあ

ればいいんですけども、そういったことも含め

て今後模索したいと。あと、場合によっては、

ある程度採算をとるには時間がかかるでしょう

けども、水道事業として特別会計の中で、企業

会計の中でラインの投資も考えて、自前で全部

つくっていくということなども検討するべき時

期に来てるかというふうに思っております。以

上です。 

○渋谷佐輔議長 １番、宇津木正紀議員。 

○１番 宇津木正紀議員 ありがとうございまし

た。 

 中心市街地活性化の項でちょっとまだ、時間

が足りなくて、本町複合施設とか本町テナント

整備事業とか聞きたかったんですが、この次の

質問に回したいと思いますので、これで質問を

終わります。 

 

 

 小関秀一議員の質問 

 

 

○渋谷佐輔議長 次に、順位２番、議席番号11番、

小関秀一議員。 

  （11番小関秀一議員登壇） 

○１１番 小関秀一議員 おはようございます。

３月定例会の緑風会を代表して一般質問をさせ

ていただきます。 

 先日は、施政方針が市長から公表されました。

これについて全般的な部分と、多少こまい部分

について触れさせていただきますので、よろし

くお願い申し上げます。 

 １番目、長井市の平成28年度施政方針につい

て触れさせていただきます。 

 大方の報道によりますと、各県内の市町村に

ついても今年度の予算は大型予算というか、伸

びのある予算が編成されておるというふうに報

道されておりますが、当市の28年度の予算につ

いても、市民福祉の向上などの課題に対応する

それぞれの事業展開が予算化され、提案をされ

ております。特に介護、福祉、子育てなどの社

会保障関係がふえ、また、都市基盤整備、公共

施設整備等の対応など需要が増加する中で、地

方交付税の減少などの歳入の大きな伸びが望め

ないことから、一般会計の当初予算で140億

8,500万円、これは前年に比べまして８億3,100

万円、6.3％の伸びという予算が提案されてお

ります。 

 それぞれ市民生活の重要な施策の展開という

予算でありますが、財政調整基金繰り入れ５億

4,000万円の計上については、財政基盤の弾力

性を弱める不安を禁じ得ません。前年度につい

ても、当初予算で４億2,900万円の繰り入れを

して２年連続の基金取り崩しとなりました。時

代に即応した施策の展開の目的とはいえ、いざ

の蓄えの少なさには、基金残高を財政規模の１

割程度という目標を掲げてこられた市長の方針

には変化が生じたのかどうか、その点について



 

―５４― 

確認をいたします。 

 ２番目、人口減少に対応した新たな宅地開発

候補地の検討と事業の展開についてお尋ねをい

たします。 

 事業展開が進みました台町の花咲きタウンみ

ずはの郷30区画の造成事業については、地理的、

価格的な要因が相まって、幸いほぼ完売の状態

の成果を上げております。先ごろ１件の解約の

申し出があったという報告も受けておりますが、

かねてからこの団地北側の残された土地がござ

います。開発、またさらには、北学区のほうに

も宅地開発をしたいということで、候補地選定

で９月の議会に予算化を提案されました候補地

選定の委託事業についてどういう報告があられ

たのか、また、今後進める宅地開発については、

今回の販売方法の検証をしながら、同じような

販売方法をとられるのか、お伺いをしたいとい

うふうに思います。 

 ３つ目、市民サービスの充実に対応する組織

体制の提案がございましたので、お伺いをいた

します。 

 団塊の世代の職員の退職が進む中、組織機構

が昨年来、参事制の導入で課の再編成も行われ

ました。平成28年、引き続き喫緊の課題に対応

すべく、１つは、公共施設整備課を新設、２つ

目、産業活力推進課の新設、３つ目としては、

教育委員会制度の変更に伴った教育参事の専任

職員の配置というふうな３つが提案されており

ます。きめ細やかな市民サービスの向上のため

とはいえ、課の増設、管理職の増員については

これ以上必要なのかなというふうに思われます。

他の近隣、同規模自治体との比較、参事制の役

割の検証も含め、市長の見解を伺います。 

 誇れる田舎町を目指すと私は理解をするわけ

でありますが、２つ目、新しいローカリズムの

展開についてお伺いをいたします。 

 新しいローカリズムの展開の検証については、

国際的なグローバル化に対して、かねて農民の

思想家であります内山節さんらが提唱され、ま

たさらには、長井市でご指導いただいておりま

す山大の北川忠明先生も提唱なされ、今、注目

をされておるところであります。特に地域資源

の活用、地産地消や農商工の連携、地域資源の

活用、地域環境型経済の構築、環境エネルギー

の活用など、さまざまな課題を包括し、しかも

田園回帰の活性化を施政方針で市長も触れられ

ております。 

 さて、きょうも穏やかな天気が続いておりま

すが、２年続きの豪雪から一転し、温暖化のた

めなのか、雪のない新年を迎え、啓蟄を迎えよ

うとする昨今も、積雪量で、ここ二、三日はさ

らにまた減ったわけですが、積雪深で８センチ

ほどという発表がございました。学習プラザか

ら我が家の周辺の田んぼなども、もう既に土が

見えている状態になっています。 

 先日、置賜野川や最上川の歴史、文化、水を

学ぶウオーターインタープリターの講座などで

学ばさせていただいた折にも、まなび館周辺で

清流ウオーキングなどに参加しましたが、いつ

もは２メートルもある西山近辺も30センチぐら

いで、道照寺平スキー場が辛うじて運行可能と

いう、まさに異常気象であります。なお、今年

度開設はスキー場も１月20日からということで、

ぎりぎりスポーツ施設としての運行ができたと

いうふうに聞いております。またさらには、佐

藤五郎先生の座学で、日本の年間の平均降水量

については1,700ミリほどがあるということで

ありますので、冬場降水量が少ない分、夏場の

豪雨などが心配されるということであります。 

 また、近年の局地的な豪雨などを考えますと、

水不足や集中豪雨など特に心配であると懸念さ

れております。災害など、改めて市民生活の安

全・安心の対応が必要だなというふうに痛感を

しましたが、既に発表されております長井市の

シティコンセプト、天然水100％子育て長井の

発想で、長井の豊かな水資源を命と暮らしを支
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える子育てとつなげる発想、目玉としては大い

に期待ができるというふうに私は思います。全

国の天然水より長井の水がうまい、香りと健康

にもよいということで、野川の水資源をさらに

発信してほしいものです。まちなかから西山山

麓までの面的な観光資源に、この新しいグロー

バリズムの発想のもとに全国発信をしてほしい

ものでありますので、展開の計画についてお伺

いをいたします。 

 大きい３つ目であります。雇用の創出・時代

に合った地域づくりと農業についてお伺いしま

す。 

 平成28年度施政方針にも触れられております

ように、国は、日本の急速な少子化、高齢化の

進展に対応すべく人口減少に歯どめをかけると

ともに、都市圏への過度な人口の集中を是正す

べく、まち・ひと・しごと創生法が施行され、

現在展開中であります。本市においても、国の

地方創生施策に対応し、スタートしたばかりの

第五次総合計画を基軸として、いち早く長井市

人口ビジョン、長井市総合戦略を平成27年９月

に策定、将来のまちづくりの目標を提示してい

ただきました。そして各自治体は生き残りをか

けて戦略競争に入ったわけでありますが、こう

したうごめきについては、国で言う一億総活躍

社会の実現など、勇ましいかけ声で日本の将来

像が叫ばれておりますが、具体性がなかなか見

えてこない状態であります。希望を生み出す強

い経済、夢をつむぐ子育て支援、安心につなが

る社会保障などの新３本の矢で、ＧＤＰ600兆

円、希望出生率1.8、介護離職ゼロなどを目指

す国の施策が田舎まで届いているのかなという

不安が実感であります。 

 また、例えばＴＰＰも、これは農業に限らず、

あらゆる経済、医療、福祉、為替、文化の国際

的な競争化社会の荒波の中で、地方は、それぞ

れの知恵を出して頑張れと言っている政策の中

でのかじ取りは、追い風どころか、向かい風に

ならないといいなと私は感じておるわけでござ

いますが、まずは少子高齢化社会ではなくて、

既に少子高齢の社会の真っただ中に入ったんだ

というふうな実感の中で、私たちの暮らしは、

所得格差、子育て環境、福祉介護のニーズに追

いつけずにいるのではないかというふうな不安

があります。ただ、市民の暮らしについては、

安心の負託を担う自治体の役割の細部にわたっ

て新年度の長井市の施策について展開をするも

のでありますので、以下、確認をさせていただ

きます。 

 １点目、魅力ある長井市農業の推進の目玉は、

28年度、何なのかなというふうに思いました。

長井市６次産業化推進協議会、これは今年度か

ら展開をしておる事業でありますので、課題の

整理がどうつけられ、平成28年度はどう展開さ

れたのか、産業参事に伺います。 

 また、国で言うＴＰＰ対策、いろいろ今提案

がされておるわけですが、長井では、食と農を

どういうふうにして維持していくのか、地産地

消を基軸とした施策の展開、例えば学校給食等

では地産地消が具体的に、少しずつではありま

すが、展開されております。ところが、かねて

より提案されております公共施設、特に病院や

福祉施設での地産地消の活用についてはなかな

か進まない現状があります。今後、６次産業化

等も含めて、この点についての展開の計画をお

聞きいたします。 

 最後に壇上からは、ふるさと納税の御礼品に

ついて、12月にもお伺いをしたわけですが、地

元産品の活用の率をまだまだ高めて地元産業振

興に当たる必要があるのではないかなというふ

うに思います。発表では、地元産は８割ぐらい

活用してるということでありましたが、例えば

米については、つや姫で１割程度、米全体では

50％ぐらいしか長井市の農産物が活用されてな

いということは、３億5,000万円ほどのふるさ

と納税の事業の中では非常にもったいない展開
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をしてきたと思いますので、ぜひその辺の点検

もさせていただいて、以上で壇上からの質問を

終了させていただきます。ご清聴ありがとうご

ざいました。（拍手） 

○渋谷佐輔議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 緑風会を代表しての小関秀一議

員のご質問にお答えいたします。 

 私からは、第１点目の平成28年度長井市施政

方針についてと、２点目の新しいローカリズム

の展開についてお答えをさせていただきます。 

 まず、最初の１点目の平成28年度施政方針に

ついてでございますが、予算の増の要因は何か

ということでございます。予算額が前年度対比

で８億3,100万円ふえたと。この要因は何かと。

財政調整基金５億4,000万円の繰り入れは財政

基盤の弾力性を弱めるのではないかと、また、

基金残高を財政規模の１割を目標としてきた市

長の方針に変化が生じたのかということでござ

います。 

 新年度当初予算につきましては、県内多くの

市町村で過去最大の予算規模といった報道がさ

れております。これは県内13市の中で８市が過

去最大でございます。これをどう見るかは考え

方だと思います、首長とか、その実際に置かれ

ている。例えば、先ほどの宇津木議員のご質問

で中心市街地の活性化のお話などもございまし

たが、なぜ本町の街路事業が思ったより予算が

つかないのか、ところが、過去に思った以上に

ついたときもあったわけですよね。今は、平成

10年ぐらいをピークとして公共事業というのは

半分ぐらいまで減っております。しかし、過去

は手を挙げれば予算がついたときもあったと。

しかし、今はそういう時代じゃないと。ただし、

私ども長井市の場合は、そこのところは財政再

建をしていたということで、財政再建を一定程

度の成果を上げて、決してすばらしい財政状況

ではない、まだまだ課題があるということでは

ございますが、国のほうが、将来、人口が減少

していく社会の中で、今までと違った取り組み

に対して積極的に取り組んだ自治体に対して支

援しますと言ってるのが今の地方創生でござい

ますから、したがいまして、将来、人口が減る

ということがわかっているわけですから、今で

きるこのチャンスに、５年間ですから、そのと

きに長井市をどう考えるかということだと思っ

ております。 

 したがいまして、これは８億3,000万円ほど

ふえておりますが、実際、各課から上がってき

た要望というのは、もう140億円をはるかに超

える予算の要求がありました。それは何かと。

例えば子育て世帯が経済的負担で困っているか

ら、そこの在宅児童を見ている家庭には支援し

ていこうとか、あるいは、やっぱり生活困窮で

子供たちの、例えば中学に進学したときに制服

を買うのが大変だとか、そういったところに厚

い支援をしようとか、あとは、お年寄りの方で

も、もっともっと介護予防のために、あるいは

実際に介護を受けられている方のためにさまざ

まなことをやりたいという要望がたくさんあっ

たんですよ。しかし、批判はされるかもしれま

せんけども、最低限の部分を当初で見ようとい

うことで、確かに５億4,000万円見せてはいた

だいておりますが、これはやっぱりこのチャン

スを生かしながら、なおかつ公共施設の整備を

しなきゃいけないという使命からやったものと

いうことで、まずはご理解いただきたいと思い

ます。ただ、共通する要因として、ほかの市全

体、13市中８市がふえたということの要因にも

なるんですが、ふるさと応援基金というのが大

幅な伸びがございまして、これについては歳入

についても、あるいは歳出についてもふえてお

りますので、これは一定程度積極的にふるさと

応援寄附金をいただいたところはふえてるんじ

ゃないかなというふうに見ているところです。 

 性質別に見ますと、子育て支援策を初めとす

る扶助費の増、規模の大小はございますが、老
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朽化した公共施設等の改修に係る普通建設事業

費の増大が特徴でございます。28年度は、それ

らがふえた自治体が当面する全ての課題や施設

展開は地方創生総合戦略の一環として包括され

るはずだというふうに考えておりまして、長井

市でも実施初年度として、その着実な進展が現

下の最重要な課題であるというふうに思ってお

ります。ここ数年続いた国の景気対策に係る大

型の補正予算等については、表現はちょっと適

正じゃないかもしれませんが、ばらまき的な一

面はあったところでございます。これからは、

独自性や先駆性等、地域の生き残りをかけた本

気度やアイデアが問われ、予算措置も含めてこ

としが正念場であるというふうに思っていると

ころでございます。28年度当初予算については、

そういった行政需要をできる限り反映させ、財

源として、市税、交付税を堅実に見込んだこと

もあり、相当額の財政調整基金の繰り入れを計

上することとなりました。 

 財政調整基金は、いわば市の貯金に当たりま

して、一般に、その積立残高は標準財政規模の

５％から10％といった数値が一つの目標となっ

ておりまして、長井市の例でいえば、標準財政

規模というのは80億円前後でございますので、

４億円、１割ですと８億円ということになりま

す。このパーセンテージについては、各自治体

でもほとんどが一般的な適正額は10％や５％、

中には15％といった表現がされているところも

ございますが、これは国の通達等で明文化され

たものではないというふうに思います。むしろ

昨年あたりの財務大臣の発言などを見ますと、

国のほうが非常に地方交付税等で赤字ながら支

援している中で、裕福な自治体は財政調整基金

を何十億円と積んでいるところもあると。そう

いうようなものに対していかがなものかみたい

な話もありました。ですから結局、財政調整基

金というのは貯金なんですけども、例えば自前

で交付税を受けてないところは幾ら積んでもい

いんですよ、それは。ところが、国から支援を

受けてる自治体が財政調整基金をもう20％も

30％も積むということ自体が、やはり異常だと

いうことだと思います。そういう発言を聞いて、

私はどちらかというと、財政調整基金は１割を

できれば目標にして、５％以上を積まなきゃい

けないと。ただし、むしろ必要な例えば公共施

設の整備でしたら、公共施設整備基金とか目的

基金として積むほうが適切なのかなというふう

に考え方をちょっと修正しております。 

 個別の建設事業への準備とすれば、ただいま

申し上げましたように、公共施設整備等の特定

目的基金で手当てすべきであろうと考えます。

財政健全化の時代にさかのぼれば、積み立て自

体が困難だったわけでございまして、単なる数

値ではなく、手近な目標として28年度末５％を

確保するべく努め、さらには10％と、段階を踏

んでいきたいと思ってます。現時点で残高７億

4,000万円ほど見込めますが、近隣市町や13市

との比較では決して十分な金額とは考えてござ

いません。平成26年決算時は13市中10位、１人

当たりですと６位、真ん中ぐらいということで

ございます。また、このまま当初計上のとおり

取り崩しとなれば、残額が２億円となり、次の

予算編成がより困難となってまいりますので、

今後は、27年度の決算剰余金や市税交付税を見

きわめながら、できる限り繰り入れを少なくし、

当初計上した５億4,000万円の取り崩しを可能

な限り最小化していきたいと考えております。 

 続きまして、２点目の新たな宅地開発の候補

地の検討と事業の展開の手法はというご質問で

ございます。 

 第２期の宅地開発事業については、平成27年

10月30日、昨年の10月に長井市宅地造成調査業

務委託を発注いたしまして、また、平成27年11

月26日に第１回の宅地開発計画の検討委員会を

開催し、第１期のみずはの郷の概要を報告して

おります。みずはの郷が順調に売買されたこと
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については、１つには、価格が安く、消雪道路

が完備しているなど、購入者から非常に魅力的

に映ったこと、もう一つには、市が事業主体に

なったことが購入者にとって大きな安心感につ

ながったことが上げられると思います。委員会

は、専門知識を有する８名の方にお願いし、み

ずはの郷北側や旧はなぞの保育園の跡地のほか、

北中学校学区で幸町、清水町、また、成田地区

の２カ所等を加え、計五、六カ所についての区

画割りや概算単価等のシミュレーションをコン

サルタントに依頼しているところでございます。 

 委員から出された意見として、みずはの郷を

６万5,000円で売り出したことから、価格面や

立地条件等、それ以上に魅力あるものにしなけ

れば、かなり難しいのではないかという意見が

出されました。また、いわゆるマンション等に

ついての需要は、雪国で雪おろし等の作業が不

要になり、高齢者の需要はあるかもしれないが、

建築価格面ではどうなのかなどの意見が出され

たようでございます。今後は、コンサルタント

のシミュレーション結果をもとに、平成28年度

についても引き続き検討委員会を開催し、次期

都市再生整備計画、整備事業との適合性を考慮

に入れて第２期の宅地開発事業を進めていきた

いと考えているところでございます。 

 続きまして、３点目の市民サービス充実に対

応する庁内組織体制についてということでござ

います。議員のほうからは、参事制の導入がど

うなったかと、あるいは組織が今回も２つの課

の新設が上げられておりますが、そういったも

のが必要なのかというようなご質問でございま

す。 

 市の組織機構につきましては、機能的でスピ

ード重視の時代に対応するため、政策決定機能

や政策調整機能の充実強化を図ることが必要と

いうふうに考えておりまして、職員へのヒアリ

ングや庁議等での検討を重ねた結果、平成27年

度から参事制を導入するとともに、課の新設、

統廃合や室、係の再編を行ったものでございま

す。したがいまして、当面は現行の組織体制を

基本に業務の執行に当たるのが、これは原則だ

というふうに考えておりますが、現在対応しな

ければならない喫緊の課題である公共施設整備

と市の総合戦略の柱の一つである地域産業の振

興、新教育委員会制度などに即応する必要など

があると判断いたしまして、２課の新設と教育

参事の配置を考えたものでございます。 

 一般的に組織体制も含めた市の行財政運営、

行政上で参考とするのは、県内13市のうち、山

形市など規模の大きい５市を除いた、いわゆる

私ども県内13市では新８市というふうに言って

いる私どもの昭和の合併でできた市の状況でご

ざいます。新８市のうち、長井市を除く７市の

組織の規模を見る上で基本となる課、これは市

長部局のほか、行政委員会も含む単独の常備消

防関係は除くということでございますけども、

この数は最小の村山市の19課から最大の天童市

が27課まであり、平均すると22課程度になって

おります。現在、長井市の課の数は21課でござ

いまして、上程している課設置条例改正案の議

決をいただければ23課となります。 

 参事制については、導入１年目であり、その

実効性等について結論を下すにはもう少し時間

が必要でございますが、現時点では、少なくと

も部門間、部門外の調整等において大いに効果

があるものと。今ほど各課の連携を密にしなけ

ればならない、市民の求めに応じるには、こう

いった調整役を設けるということも非常に実績

が上がっているというふうに考えています。 

 教育参事については、実質的にことし７月か

ら教育委員長と教育長が一本化され、特別職と

なることや、市総合戦略の柱である教育と子育

てのまちづくりを初め、現在の市の行政課題の

かなりの部分が教育分野であることから、一般

職の参事を配置しまして、部門内の総括、調整

が不可欠であると判断したものでございます。 
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 現在、管理職の数は、参事が６名、課長23名、

主幹11名の合計40名でございます。来年度につ

いては極力ふやさない方向で検討しております

が、あと３年から４年で今、議場に出席の管理

職のほとんどが退職になります。残るのは１名

残るかどうかぐらいで、したがって、今までの

例えば参事なんかですと、課長職歴が10何年と

いう職員がざらにいるんです。ところが、今の

課長は１年か２年で退職という状況なんです。

そのぐらいもう組織がいびつになってしまいま

した。ですから上が、何というか、砂時計のよ

うになってまして、その真ん中が40代なんです

ね。もう非常に困っております。したがって、

管理職が多いんじゃないかというのはごもっと

もなんですが、そうしますと、例えば、参事、

課長、主幹、補佐、主査といるとしますと、主

査が係長から１年になって補佐になって、その

次の年、主幹になって、その次の年、課長にな

って、その次の年に参事になるという人も出て

くるかもしれません。それぐらいもう急速に上

のいわゆる中枢を担ってきた職員が減ってくる

という状況でございますので、近い将来、経験

の浅い補佐職を管理職に充てなければならない

という状況も想定されることから、そういった

状況を見据えた、今までは１年か２年ぐらいで

やっぱり考えざるを得なかったんですが、今後

は３年、４年、５年後も想定しながら人事調整

を行わなきゃいけないという非常に厳しい時代

でございますので、ぜひご理解をいただきたい

というふうに思います。 

 最後に、２点目の新たなローカリズムの展開

ということでございます。 

 小関議員からは、誇れる田舎まちを目指すと

いうのが小関議員のお考えだということでござ

いますが、それは、施政方針で言っている新た

なローカリズムの展開についても相通ずるもの

があるわけでございます。議員からは、まちな

かから西山山麓までの面的な観光資源に全国発

信の展開の計画はないかというようなことでご

ざいます。平成24年度に策定いたしました長井

市観光振興計画には、市街地の駅や現在建設中

の観光交流センターを長井市への玄関とし、こ

れを１次着地ポイントと説明しております。こ

こから長井市内にいかに人の流れをつくるのか

が、ことし４月から開始するやまがた長井観光

局で取り組むさまざまな事業となります。 

 ご質問ございました西山山麓等の観光資源に

つきましては、いわゆる２次着地ポイントとい

たしまして、野川まなび館を中核とした周辺資

源を生かした体験型観光という位置づけにして

おります。これは、西根地区では古代の丘を中

核とし、また、伊佐沢地区では農家体験、グリ

ーンツーリズムなどが中心となってという考え

方でございます。長井市を楽しむ滞在や体験企

画については、まちなか歩きを含め、こういっ

た２次着地ポイントを核としたアウトドアや農

業体験、史跡や自然資源を生かしたメニューづ

くりをし、受け皿も整備しながら全国に発信で

きるように努めてまいりたいと思います。 

 私のほうからは以上でございます。 

○渋谷佐輔議長 孫田邦彦産業参事。 

○孫田邦彦産業参事 私のほうから、雇用の創出、

時代に合った地域づくりと農業の振興について

ということで、１番目といたしまして、長井市

６次産業化推進協議会での課題整理はというこ

とでございます。 

 長井市６次産業化推進協議会につきましては、

市、県の農業技術普及課、ＪＡ、地場産業振興

センター、商工会議所、また、雇用創造協議会、

レインボープラン推進協議会、さらには、市内

の飲食店、食品加工業者、農業者等で構成され

ておりまして、市長が会長を務めてございます。

平成27年の２月に設立いたしまして、本年は３

回ほどの協議会を開催しているところでござい

ます。その第１回目におきましては、長井市の

６次産業化の可能性についてというテーマでお
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話し合いをさせていただきまして、その中では、

アスパラ麺の開発、キク芋の商品化の意見が出

され、また、農業者の中には、時間はかかりま

すけれども、みずからが６次産業化に取り組み

たいという方もおられました。また、果樹と比

較いたしまして、野菜の規格外の有効利用がお

くれているので、規格外品の活用として商品開

発も課題なのではないかという意見も出されて

おります。 

 また、第２回目の会議でございますけれども、

雇用創造協議会によるリンゴ、ラ・フランスの

ジェラートの試作、さらには、若手農業者にお

ける組織で開発した馬のかみしめのジェラート

の試作品を試食いたしまして、評価、検証を行

ったところでございます。販売においては、長

井市の知名度が低いため、山形県の知名度を活

用しながら長井の知名度、ブランド力を上げて

いくということが必要なのではないかという意

見も出されてございます。 

 また、３回目になりますけども、これは次年

度に向けた取り組みということで、作物やテー

マごとにプロジェクトをつくって、生産、加工、

販売の具体的な検討、方向性を協議し、枝豆プ

ロジェクト、アスパラプロジェクト、フルーツ

プロジェクト、こんにゃく芋プロジェクトを立

ち上げる予定でございます。また、長井産ワイ

ンの具体的な商品開発の提案もあり、さまざま

な課題、時間もかかりますけれども、事業者の

連携を図りながら事業化に発展されるよう検討

を重ねてまいりたいといったことでございます。 

 あと、２番目の地産地消の拡大ということで

ございますけども、学校給食においては、地産

地消については食と農の教育の一環ということ

で深い理解を得られておりまして、26年度から

は市の臨時職員を配置いたしまして、生産者に

呼びかけたり、また、作付面積の拡大と集荷体

制の整備を行いまして、学校給食の地場率の向

上を図っておるところでございます。26年度、

27年度の販売実績といたしましては400万円ほ

どの地場食品の提供を行っているところでござ

います。また、月１回、地産地消の日を設け、

さらには、まるごと長井給食を実施いたしまし

て、地産地消の拡大等に取り組んでいただいて

いるところでございます。 

 学校給食における重量ベースでの長井産の地

場率でありますけれども、26年度が19.8％で、

27年度は２月までのデータでありますけれども、

24.7％ということで、4.9％ほど伸びている状

況でございます。また、各公共施設、児童セン

ターにおきましては、給食につきましては週に

３回ほど弁当業者におかずを発注して、また、

週に２回は自宅弁当での弁当持参で行っている

ということでございまして、これにつきまして

も、地場率の向上においておかず業者等に働き

かけをいたしまして、地場率の向上、さらには、

各家庭での長井産率を高めていくという取り組

みが必要になるのではないかなと考えていると

ころでございます。 

 あと、病院においては、ＪＡや地元の納品組

合により入札を行い、発注しておるということ

でございますけども、その際、地元の食材を使

うようにというようなことでお願いいたしまし

て、地域農産物の利用拡大へと取り組んでいた

だいているところでございます。また、福祉施

設におきましては、地元業者を活用し、地域農

産物を利用するよう依頼しまして地産地消の推

進に取り組んでおるということで、さらに、県

の老人施設協議会の取り組みといたしまして、

年６回、地産地消の日を設けて取り組んでおら

れるということでございます。身土不二という

言葉がありますけども、その土地でその季節に

とれたものを食べるという考え方というのは昔

から大切にされておりまして、地元食材のよさ

を各家庭や福祉施設等へＰＲを行いながら、地

産地消の普及、拡大、地場率の向上を図ってま

いりたいというふうに考えているところでござ
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います。 

 続きまして、３つ目のふるさと納税の返礼品

の地場産率の向上策ということでございますけ

ども、ふるさと納税における返礼品におきまし

ては、平成27年の４月から28年の１月までの状

況でありますけども、返礼品の発送状況という

ことで、総件数は２万6,209件となっておりま

して、その中で一番人気は何といっても米沢牛

ということで１万2,129件で、全体の46％を占

めてございます。２番目はサクランボ3,021件、

３番目はラ・フランスとリンゴのセットで

2,123件、４番目は米、あと、５番目以降とし

て草岡ハムとかブドウ、スイカ等が続いている

というような状況でございます。 

 その中で、まず米沢牛でありますけども、市

内肉店から購入いたしましてＡの５等級でお願

いをしているということでございまして、米沢

牛はご承知のように超人気商品なので、品薄と

なり、長井産を指定してということがなかなか

難しいと。数量や価格、納期の関係で対応がで

きないというようなことで、あくまでも米沢牛

というようなことでの発注をかけているという

ことでございます。あと、２番人気のサクラン

ボにつきましては、ＪＡ山形おきたまより仕入

れてるということで、置賜産のサクランボを使

用しておりまして、長井産については生産量が

少ないというようなことで、５％未満となって

いるようでございます。 

 さらには、ラ・フランス、リンゴは市内市場

における置賜産のものを仕入れて行っておりま

して、ラ・フランスの長井産率は60.7％、ラ・

フランスのリンゴのセットにつきましては20％、

しかし、ふじりんごにつきましては、市内のほ

とんどが贈答用に流通されているということで

仕入れが困難で、朝日町のものを使用してると

いうことでございます。また、米につきまして

は、個人農家とＪＡより仕入れておりまして、

農家の仕入れは全て長井産でありますけども、

ＪＡさんの分につきましては、精米の関係もご

ざいまして、長井産の米を指定して購入すると

いうことはできないため、置賜産ということに

なってございます。ＪＡ分における長井産のつ

や姫につきましては10.8％、はえぬきで15.6％

となっております。あと、草岡ハム、スイカに

ついては全量長井産でございまして、あと、ブ

ドウの長井産率につきましては52.5％というこ

とになっております。 

 最大限長井産のものをと考えて取り組んでい

るところでございますけども、生産量の問題と

かＪＡ等の流通の問題があり、すぐに地場率を

さらに上げるということはなかなか難しい状況

がございます。例えば一年生の作物であれば、

作付面積をふやして対応可能なわけであります

けれども、果樹等については年数もかかり、果

樹農家の減少や高齢化もあり、なかなかふやす

ということは難しい状況であるということで、

生産拡大に向けて農家の方々に働きかけを行い

ながら、何とかふやしてまいりたいというふう

に考えております。また、米沢牛については、

畜産農家は減少していますが、１戸当たりの飼

育頭数はふえてございますので、畜産農家に働

きかけをお願いしまして増頭をお願いしたいと

いうふうに考えております。 

 また、12月議会で宇津木議員のほうから提案

がありました、ものづくりのまちの長井ならで

の返礼品ということでございますけども、市内

製造業で完成品となっているホームシアターに

お勧めのプロジェクターや電波式のクレンジン

グブラシ、さらには、歯のマニキュアの「Ｔｏ

ｏＣｏｌｏｒ」を新たに加えました。その結果、

15万円以上の寄附者に準備したプロジェクター

が１カ月で８台の申し込みがあったところでご

ざいます。また、高額寄附者に対しての返礼品

として、ニコンのレンズもメーカーと協議を行

い、合意形成が現在なされておりまして、返礼

品に加える準備を進めておるところでございま
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す。今後とも、農産物に限らず、地場産業につ

ながる返礼品について幅広く検討してまいりた

いというふうに考えているところでございます。

以上でございます。 

○渋谷佐輔議長 11番、小関秀一議員。 

○１１番 小関秀一議員 大分質問が多かったの

で回答も長くて、時間がありません。少しだけ

再質問させていただきます。 

 まず、市長から最初に財政の部分で答弁があ

りました。現在、このまま先ほど決定しました

補正予算、いわゆる財政調整基金に１億7,000

万円ほど繰り戻しをすると、現在高で市長から

も触れられたわけですが、２億円ほどの予定に

なるということで、つまり10億円ほどあったも

のが昨年度４億2,700万円で、ことしは５億

4,000万円ということでありますので、必要な

事業は市民生活のためにしていくということは

わかりますが、やっぱりこれは選択をしていく、

私ども、当局と議会がいろいろ練って市民サー

ビスをしていくということでありますし、財政

が苦しくなれば何もされなくなるということを

私どもは心配してます。幸いことしは雪も少な

かったので、毎年、恐らくこの時期、補正され

ておった除雪費なんかも補正で計上されなくて、

それでさらに切り崩さねばならないというのは、

非常に難しい財政の状況でないかなというふう

に私は感じます。 

 あと、さらに言えば、今までだと、年越せば

置賜病院等のいわゆる戻しの部分があって、決

算の中でそれをプラマイして、例えば基金に繰

り戻しをしたり、さっき市長からもあったよう

に、目的基金に積んだりという工夫をやられた

時代があったわけですが、それもできなくなっ

てくるということでありますので、２億円程度

の貯金でいいのかと、私はそこが心配なんです。

特にほかの市町村から比べれば、これは財政規

模にもよるわけですが、例えば近隣の市町村の

状況などを見ると、長井が２億円程度だと、１

人当たり１万円にも満たない貯金になるという

ことであります。 

 例えば米沢あたりだと、財政が非常に大変だ

ということであっても１万2,000円、川西あた

りだと１人当たり５万円以上の基金残高がある。

小国は６万8,000円、あと白鷹で４万5,000円と。

１人当たりです。この辺については、やっぱり

市民サービスのためにしんなねことと選択が必

要だべというふうに私は思うので、さっき市長

からあったような、この今の時期の地方創生に、

人口減少を食いとめるための大事な時期だから

いろんな施策を展開しんなねということと、将

来展望、特に財政の将来展望については、例え

ば複合施設とかいろんな課題がある中では、特

に気をつけて注意深く財政を点検していかんな

ねんでないかなと私は強く思うんだけども、そ

の点について再度市長の考えをお聞きしたいと

思います。 

○渋谷佐輔議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 小関議員がご心配されるのもごもっともで、

大変ありがたいと思います。ただ、予算の編成

と決算ということでやっぱりご判断いただきた

いと。したがって、28年度の予算編成に当たっ

ては、ちょっと不安定な要素がいろいろあって、

あと、どうしても財政需要に基づいて当初で上

げなければならないものもたくさんありました。

そこで、財政調整基金を繰り入れるということ

で、要は予算を編成したということなんですね。

これは、どこの市町村もやってるわけですね。 

 ただ、先ほど各隣のまちは１人当たり５万円

だとか、いろいろおっしゃってますけども、そ

れは26年度の決算とか、それをおっしゃってる

わけで、それでいったら我々も26年度はそんな

に低くないわけですよね。それを現在の状況に

合わせておっしゃって、要は５億4,000万円当

てにしたらなくなるでしょと、２億円しかと、

それはわかるんですが、ただ、それは５億
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4,000万円を当てにしてますが、それを崩さな

くて済むような努力をするというふうに先ほど

から申し上げておりますので、ある程度のめど

はつけてるわけですよね。 

 例えば、こういった財源でこういったことが

見込めると、多分。ただし、当初からそれを見

込むことができないので、予算を組むときは財

政調整基金を繰り入れを見させていただいて組

ませていただきたいと。ただし、例えば27年度

の繰越財源あるいは28年度にさまざまな公金

等々で見込めるものがあるもんですから、そう

いったものはできるだけ５億4,000万円に充当

して、崩さなくても予算が執行できるように頑

張りたいと考えておりますので、そういうふう

に先ほど申し上げましたので、ご心配はごもっ

ともでございます。これから公共施設設備など

非常に重要な、今でないとできないということ

がありますので、確かに３年、５年先を見てと

いう判断も必要なんですが、10年先、20年先、

それこそ人口ビジョンでいう24年後に２万人を

切ってしまったら、とてもとてもこんな予算な

んて組めないわけですよ。そこをどう考えるか

だと思います。ぜひご議論してお認めいただけ

ればというふうに思います。 

○渋谷佐輔議長 11番、小関秀一議員。 

○１１番 小関秀一議員 説明いただきました。

市長の言うとおり、これから20年後、30年後に

もかかわるスタートラインだという自覚の中で

私ども議論させていただきますし、例えば過大

な公共施設の投資等についても、人口が減って

いく中では、やっぱり適正な事業展開というふ

うに心がけていかねばなというふうに私どもも

勉強させていただきますので、よろしくお願い

します。 

 時間がありませんので、最後に１つだけ。 

 野川のまなび館周辺の、あの締切堤防が米沢

の直江堤と同じくして私は国交省の国の指定を

受けられないかなというふうにご提案申し上げ

ます。一緒に最上川の急流の遺産として両方す

ると可能だというふうにお聞きしましたので、

ぜひこれは検討をお願いしたいと思います。 

○渋谷佐輔議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 その件についても話は聞いてお

りますので、担当課とあわせ米沢等々とも協議

しながら、ぜひ前向きに検討すべき内容だとい

うふうに思っております。 

○渋谷佐輔議長 11番、小関秀一議員。 

○１１番 小関秀一議員 今、市長から前向きに

ということですので、やっぱり貴重な長井を洪

水から守ってくれた堤防を、地元、あと、県の

支援も受けて整備をようやく継続してできるよ

うになったと。そしてあの近辺もきれいにして

訪れる人も多くなってきたということは、これ

は長井の財産ですし、あと、全国にも、ああい

う石が積み重なって、江戸時代、明治、そして

今、近年の改修が目に見える形で現存している

堤防というのは珍しいというふうにお聞きしま

したので、秋田の由利郡の国の指定されている

井堰以上の価値があるというふうに佐藤五郎先

生もおっしゃっておりますんで、長井の観光資

源の大きな魅力で天然水の全国発信の材料にも

なると私は確信しましたので、ぜひ手を組んで

進めていただきたいことを願って、質問を終了

します。 

 以上で終わります。 

○渋谷佐輔議長 ここで、昼食のため暫時休憩し

ます。 

 再開は午後１時といたします。 

 

 

   午後 ０時１０分 休憩 

   午後 １時００分 再開 

 

 

○渋谷佐輔議長 休憩前に復し、午前に引き続き

会議を再開いたします。 


